
 

（3）市町村財政比較分析表(普通会計決算) 兵庫県三木市令和5年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

74,028

71,647

176.51

35,321,797

34,799,335

441,052

19,648,403

33,661,761

人(R6.1.1現在)

人(R6.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

6.4

17.1

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

R01  Ⅱ－２ R02  Ⅱ－２ R03  Ⅱ－２

R04  Ⅱ－２ R05  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記しない。

※「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和5年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

※「定員管理の状況」の「人口1,000人当たり職員数」の算出に用いる職員数及び「給与水準（国との比較）｣の｢ラスパイレス指数｣については、各調査対象年度の

地方公務員給与実態調査に基づいている。

財政力

財政力指数 [0.66]
類似団体内順位

39/79
全国平均

0.48
兵庫県平均

0.58

財政力指数の分析欄

平成30年度以降は0.70と横ばいで推移していたが、令和5年度は0.66に

下がった。これは、令和4年度以降から令和5年度にかけて基準財政収入

額がほぼ横ばいである一方で、扶助費の増加などにより基準財政需要額

が増加したためである。

今後は、財政健全化計画に基づく事業見直し等により、歳出の抑制に努

めていく。
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [93.5%]
類似団体内順位

47/79
全国平均

93.1
兵庫県平均

94.8

経常収支比率の分析欄

令和5年度の経常収支比率は93.5％であり、前年度から0.2％悪化してい

る。これは、令和3年度に借入した臨時財政対策債の元金償還の開始によ

る公債費などの増加に伴う経常経費充当一般財源等の増加が地方税や

臨時財政対策債など経常一般財源等の増加を上回ったためである。

令和3年度の経常収支比率の改善は全国的かつ一時的な現象であった

ため、今後も引き続き事業見直し等により経常的な支出の抑制に取り組む

必要がある。

(%)

105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

100.0

83.6

92.3

91.0

87.3

91.892.0

R05R04R03R02R01

93.5
93.3

87.6

94.794.2

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [150,357円]
類似団体内順位

43/79
全国平均

158,103
兵庫県平均

153,895

人口1人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

人口1人当たりの人件費・物件費は令和元年度以降増加傾向にあったが、

令和5年度は3,809円減少している。このうち主な原因は新型コロナウイル

スワクチンの接種事業や物価高騰対応のための市民生活支援及び消費

喚起のための事業の終了が大きく影響している。

今後も全国的な賃金アップや物価高騰により人件費や物件費の増加が

継続すると予測される。そのため、事業の見直しや業務の効率化を行い、

歳出の抑制に努めていく必要がある。
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給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [100.9]
類似団体内順位

74/79
全国市平均

98.6
全国町村平均

96.3

ラスパイレス指数の分析欄

ラスパイレス指数は、前年度から0.1ポイント下がっているものの、類似団

体平均も0.2ポイント下がったことで、類似団体平均との差は前年度から0.1

ポイント広がって2.7ポイント上回った。

今後も財政健全化計画に基づく職員の時間外勤務削減など給与の適正

化に努めていく。
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定員管理の状況

人口1,000人当たり職員数 [6.92人]
類似団体内順位

30/79
全国平均

8.32
兵庫県平均

8.63

人口1,000人当たり職員数の分析欄

定年退職による職員数の減少を正規職員及び再任用職員の採用により

全体の職員数を維持している。

円滑な市政運営を行うため、知識や技術の継承に配慮する一方、財政負

担の抑制に留意しつつ計画的な職員採用を行っていく。
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [6.4%]
類似団体内順位

36/79
全国平均

5.6
兵庫県平均

6.0

実質公債費比率の分析欄

実質公債費比率は前年度から0.7％上がっている。これは、臨時財政対

策債などの償還が増加したためである。

今後は、公共施設の更新・改修等の大型事業を予定しており、市債の発

行が増加することに伴って実質公債費率も増加する見込みである。そのた

め、新規事業の抑制や交付税措置の有利な市債の積極的な活用により、

公債費負担の抑制に努めていく。
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将来負担の状況

将来負担比率 [17.1%]
類似団体内順位

43/79
全国平均

6.3
兵庫県平均

21.5

将来負担比率の分析欄

市債の新規発行の抑制により市債残高が減少しているため、平成30年

度以降は改善傾向が続いている。令和5年度は前年度から9.7％下がり、

大幅に改善している。これは、普通交付税が増加したことから、基金への

積み立てを行い、基金残高が3.3億円増加したためである。

今後予定している公共施設等の更新等の大型事業に備えて、事業の見

直し等により、基金の取り崩しを最小限に抑えるなど、堅実な財政運営に

努めていく。
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（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 兵庫県三木市令和5年度

経常収支比率の分析

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

74,028

71,647

176.51

35,321,797

34,799,335

441,052

19,648,403

33,661,761

人(R6.1.1現在)

人(R6.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

6.4

17.1

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

R01  Ⅱ－２ R02  Ⅱ－２ R03  Ⅱ－２

R04  Ⅱ－２ R05  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和5年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費 類似団体内順位
64/79

全国平均
25.5

兵庫県平均
27.9

人件費の分析欄

人件費に係る経常収支比率は前年度から0.1％減少している。

これは、人件費自体は増加しているものの、普通交付税の増加

などで分母となる経常一般財源が大きく増加し、比率としては下

がったためである。

今後も財政負担の抑制に留意しつつ、引き続き適正な定員管

理を行っていく。
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物件費 類似団体内順位
56/79

全国平均
15.2

兵庫県平均
12.6

物件費の分析欄

物件費に係る経常収支比率は前年度から0.1％増加している。

これは、物件費自体は減少したものの、分子となる物件費の経

常経費に充当される一般財源が増加し、比率としては上がったた

めである。

今後も財政負担の抑止に留意しつつ、引き続き事業の見直し

などを行い、歳出の抑制に努めていく。
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扶助費 類似団体内順位
44/79

全国平均
13.2

兵庫県平均
13.6

扶助費の分析欄

扶助費に係る経常収支比率は前年度より0.1％減少している。

これは、扶助費自体は増加しているものの、普通交付税の増加

などで分母となる経常一般財源が大きく増加し、比率としては下

がったためである。

今後も財政負担の抑制に留意しつつ、引き続き適正な給付事

務等に努めていく。
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その他 類似団体内順位
51/79

全国平均
12.6

兵庫県平均
12.6

その他の分析欄

その他に係る経常収支比率は前年度より0.8％増加している。

これは、介護保険特別会計への繰出金が増加したためである。

今後も財政負担の抑止に留意しつつ、引き続き事業の見直し

などを行い、歳出の抑制に努めていく。

(%)

21.0

18.0

15.0

12.0

9.0

6.0

3.0

16.8

5.1

12.2
12.211.712.0

13.7

R05R04R03R02R01
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13.5
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補助費等 類似団体内順位
7/79

全国平均
10.7

兵庫県平均
10.2

補助費等の分析欄

補助費等に係る経常収支比率は前年度から0.8％減少している。

これは、ふるさと納税寄附金の減少に伴う返礼品発送業者への

報償費が減少したためである。

今後も財政負担の抑止に留意しつつ、引き続き事業の見直し

などを行い、歳出の抑制に努めていく。
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公債費 類似団体内順位
62/79

全国平均
15.9

兵庫県平均
17.9

公債費の分析欄

公債費に係る経常収支比率は前年度より0.3％増加している。

これは、臨時財政対策債などの償還額が増加したためである。

今後も公共施設の更新・改修等の大型事業を予定しており、公

債費は増加する見込みである。そのため、交付税措置のある有

利な市債を積極的に活用するなど公債費の抑制に努めていく。
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公債費以外 類似団体内順位
27/79

全国平均
77.2

兵庫県平均
76.9

公債費以外の分析欄

公債費以外に係る経常収支比率は前年度より0.1％減少してい

る。これは、経常一般財源を充当する事業費の増加を普通交付

税の増加などで分母となる経常一般財源の増加が上回ったため

である。

令和3年度の数値の減少は一時的なものであり、今後も引き続

き事業の見直しなどを行い、歳出の抑制に努めていく。
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人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

5,957,107 80,471 73,824 9.0
30 0 6,244 ▲ 100.0

3,258 44 1,048 ▲ 95.8
- - 8 -

227,881 3,078 2,350 31.0
101,314 1,369 1,698 ▲ 19.4

▲ 418,696 ▲ 5,656 ▲ 3,564 58.7
5,870,894 79,306 81,608 ▲ 2.8

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

6.92 7.59 ▲ 0.67
100.9 98.2 2.7

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

3,728,348 50,364 42,992 17.1

- - - -

- - 43 -

854,850 11,548 11,969 ▲ 3.5

312,781 4,225 2,138 97.6

13,164 178 592 ▲ 69.9

- - 2 -

▲ 651,050 ▲ 8,795 ▲ 5,777 52.2

▲ 3,117,777 ▲ 42,116 ▲ 36,457 15.5

1,140,316 15,404 15,502 ▲ 0.6

（参考）　普通建設事業費の分析
普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)
 R01 1,749,965 22,657 ▲ 9.0 62,383 14.1 ▲ 23.1

うち単独分 1,287,224 16,666 ▲ 3.1 35,325 7.6 ▲ 10.7
 R02 2,640,161 34,483 52.2 63,812 2.3 49.9

うち単独分 1,752,155 22,885 37.3 33,848 ▲ 4.2 41.5
 R03 2,527,819 33,450 ▲ 3.0 54,225 ▲ 15.0 12.0

うち単独分 1,365,964 18,075 ▲ 21.0 27,337 ▲ 19.2 ▲ 1.8
 R04 2,133,736 28,498 ▲ 14.8 54,016 ▲ 0.4 ▲ 14.4

うち単独分 1,131,287 15,110 ▲ 16.4 28,078 2.7 ▲ 19.1
 R05 2,129,708 28,769 1.0 52,786 ▲ 2.3 3.3

うち単独分 1,414,786 19,111 26.5 28,742 2.4 24.1
 過去５年間平均 2,236,278 29,571 5.3 57,444 ▲ 0.3 5.6

うち単独分 1,390,283 18,369 4.7 30,666 ▲ 2.1 6.8

当該団体決算額
（千円）

人口１人当たり決算額

当該団体決算額
（千円）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）
積立不足額を考慮して算定した額
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）
公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に
充てたと認められる繰入金
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる
補助金又は負担金
公債費に準ずる債務負担行為に係るもの
一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）
▲特定財源の額
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額
合計

（注）人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

当該団体決算額
（千円）

人件費
一部事務組合負担金（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等）
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金）
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金）
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費）
▲退職金
合計

人口1,000人当たり職員数（人）
ラスパイレス指数

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

 R01  R02  R03  R04  R05

（円）
人口1人当たり決算額の推移

（4）-2 市町村経常経費分析表(普通会計決算)
兵庫県三木市令和5年度

当該団体値 類似団体内平均値

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

52,607

122,400

81,60879,77479,00577,52675,877

R05R04R03R02R01

79,306
76,46077,59374,243

69,214

人口1人当たり決算額の推移当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

-3,074

41,163

15,50215,27114,85813,07913,058

R05R04R03R02R01

15,404
14,28012,948

9,893
6,790
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（5）市町村性質別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 兵庫県三木市令和5年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

74,028

71,647

176.51

35,321,797

34,799,335

441,052

19,648,403

33,661,761

人(R6.1.1現在)

人(R6.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

6.4

17.1

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

R01  Ⅱ－２ R02  Ⅱ－２ R03  Ⅱ－２

R04  Ⅱ－２ R05  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和5年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費

類似団体内順位
27/79

全国平均
80,168

兵庫県平均
87,549

(円)

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

45,721

117,604

73,824
73,44972,34570,597

63,299

R05R04R03R02R01

80,47178,31979,17577,762

58,851

物件費

類似団体内順位
31/79

全国平均
73,430

兵庫県平均
63,862

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

38,039

178,910

72,826

74,08369,91365,87964,523

R05R04R03R02R01

72,619

79,31773,97570,06275,496

維持補修費

類似団体内順位
69/79

全国平均
6,251

兵庫県平均
4,667

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

811

24,286

5,139
5,8355,6884,8793,890

R05R04R03R02R01

1,555

1,3261,2561,8822,062

扶助費

類似団体内順位
23/79

全国平均
136,130

兵庫県平均
140,210

(円)

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

71,598

169,264

107,256

99,208
111,158

87,53884,021

R05R04R03R02R01

113,601
102,314

116,488

90,95190,048

補助費等

類似団体内順位
44/79

全国平均
54,618

兵庫県平均
48,794

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

29,989

118,247

64,843
65,09561,922

162,417

49,367

R05R04R03R02R01

57,920
61,84455,796

162,803

58,398

普通建設事業費

類似団体内順位
68/79

全国平均
60,753

兵庫県平均
50,987

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

17,272

141,691

52,786
54,01654,225

63,81262,383

R05R04R03R02R01

28,769

28,49833,45034,483
22,657

普通建設事業費 （ うち新規整備 ）

類似団体内順位
50/79

全国平均
14,217

兵庫県平均
8,673

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

0

69,609

9,871
11,25112,970

18,54517,401

R05R04R03R02R01

4,240
5,7412,5901,2211,412

普通建設事業費 （ うち更新整備 ）

類似団体内順位
63/79

全国平均
35,689

兵庫県平均
34,850

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

7,826

115,044

34,082
33,64232,31136,61434,840

R05R04R03R02R01

20,574
19,650

28,35030,928

17,003

災害復旧事業費

類似団体内順位
26/79

全国平均
2,179

兵庫県平均
374

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

0

65,630

2,535
2,4942,3964,306

3,334

R05R04R03R02R01

1,644
1,8298461,107

11,894

失業対策事業費

類似団体内順位
1/79

全国平均
0

兵庫県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

R05R04R03R02R01

0
0000

公債費

類似団体内順位
24/79

全国平均
44,159

兵庫県平均
55,505

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

11,222

105,862

44,608
43,20543,48239,705

40,357

R05R04R03R02R01

50,37048,44748,328
42,936

38,797

積立金

類似団体内順位
58/79

全国平均
20,563

兵庫県平均
13,926

(円)

0

50,000

100,000

150,000

200,000

1,383

156,562

24,152
25,49226,405

16,78313,692

R05R04R03R02R01

10,430
13,11311,2943,9133,508

投資及び出資金

類似団体内順位
61/79

全国平均
2,042

兵庫県平均
2,351

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

24,008

3,532
3,4883,5683,6702,713

R05R04R03R02R01

0

0000

貸付金

類似団体内順位
13/79

全国平均
9,934

兵庫県平均
2,921

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0

33,641

4,492
4,4344,5085,0964,998

R05R04R03R02R01

8,276
8,176

10,620
8,0288,340

繰出金

類似団体内順位
19/79

全国平均
41,143

兵庫県平均
41,872

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

15,761

84,644

38,040
36,65436,15534,799

40,540

R05R04R03R02R01

44,42741,945
45,816

41,69641,616

前年度繰上充用金

類似団体内順位
1/79

全国平均
1

兵庫県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

R05R04R03R02R01

0
0000

性質別歳出の分析欄

住民一人当たりのコストが類似団体を上回っているのは、人件費、扶助費、公債費、貸付金、繰出金である。

前年度と比較して、繰出金が2,482円増加している。これは、介護保険特別会計繰出金などの全ての特別会計への繰出金が増加しているためである。その他、補助費等が令和2年度のみ突出した数値となっているが、これは住民一人あたり10万円を支給した定額給付金事業に係る経費が要因

である。

過去5年の推計からは、令和3年度のコロナ対策による扶助費の一時的な増加を除けば、義務的経費（人件費、扶助費、公債費）がいずれも増加傾向にあることが確認できる。義務的経費が増加すれば、より一層厳しい財政運営を強いられるため、今後は事業の見直し等により、着実にコストの

削減を進めていく。
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（6）市町村目的別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 兵庫県三木市令和5年度

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

74,028

71,647

176.51

35,321,797

34,799,335

441,052

19,648,403

33,661,761

人(R6.1.1現在)

人(R6.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

6.4

17.1

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

R01  Ⅱ－２ R02  Ⅱ－２ R03  Ⅱ－２

R04  Ⅱ－２ R05  Ⅱ－２

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和5年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

議会費

類似団体内順位
67/79

全国平均
2,645

兵庫県平均
2,304

(円)

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2,088

4,486

3,2153,1913,1713,154
3,324

R05R04R03R02R01

2,755
2,6292,7392,7492,729

総務費

類似団体内順位
46/79

全国平均
65,263

兵庫県平均
51,555

(円)

0

100,000

200,000

300,000

400,000

33,057

244,042

73,366
74,30872,807

167,272

61,384

R05R04R03R02R01

61,154
65,50961,152

151,976

48,738

民生費

類似団体内順位
27/79

全国平均
207,189

兵庫県平均
209,927

(円)

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

240,000

270,000

300,000

127,682

253,500

177,846

167,601
175,952

150,357144,984

R05R04R03R02R01

183,539
169,205

188,132

157,568154,892

衛生費

類似団体内順位
37/79

全国平均
46,051

兵庫県平均
44,197

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

24,922

104,934

44,28047,68948,647

43,489
38,282

R05R04R03R02R01

45,313
48,68249,595

39,32436,699

労働費

類似団体内順位
16/79

全国平均
694

兵庫県平均
466

(円)

0

5,000

10,000

15,000

20,000

0

16,274

1,242
1,2261,2401,2361,364

R05R04R03R02R01

1,635
1,6171,7601,5581,697

農林水産業費

類似団体内順位
44/79

全国平均
10,909

兵庫県平均
7,703

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

1,674

101,753

14,191
14,61314,15612,71613,562

R05R04R03R02R01

10,332
10,1519,10211,50410,854

商工費

類似団体内順位
29/79

全国平均
18,653

兵庫県平均
7,977

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

2,131

72,927

14,914
17,19516,65418,841

12,232

R05R04R03R02R01

15,559
20,34317,507

21,568
16,907

土木費

類似団体内順位
66/79

全国平均
51,628

兵庫県平均
52,049

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

21,915

110,267

44,631
45,62344,87644,80543,989

R05R04R03R02R01

31,312
31,93333,06029,41327,134

消防費

類似団体内順位
59/79

全国平均
15,632

兵庫県平均
14,061

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

10,586

40,470

17,63616,42216,594

16,951

16,683

R05R04R03R02R01

14,205
12,97213,082

17,090

13,362

教育費

類似団体内順位
43/79

全国平均
65,502

兵庫県平均
64,283

(円)

0

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

29,166

135,846

54,98553,528

51,41356,567

53,530

R05R04R03R02R01

52,264
51,811

51,742
58,829

47,961

災害復旧費

類似団体内順位
26/79

全国平均
2,184

兵庫県平均
374

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

0

65,630

2,535
2,4942,3964,315

3,334

R05R04R03R02R01

1,644
1,8298461,107

11,894

公債費

類似団体内順位
24/79

全国平均
44,200

兵庫県平均
55,568

(円)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

11,222

105,862

44,613
43,20543,48339,706

40,358

R05R04R03R02R01

50,37048,44748,328
42,936

38,797

諸支出金

類似団体内順位
5/79

全国平均
819

兵庫県平均
2,555

(円)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

23,803

5783593757389

R05R04R03R02R01

0
0000

前年度繰上充用金

類似団体内順位
1/79

全国平均
1

兵庫県平均
0

(円)

0

1

0

0

0
0000

R05R04R03R02R01

0
0000

目的別歳出の分析欄

住民一人あたりのコストが類似団体を上回っているのは、民生費、衛生費、労働費、商工費、公債費である。

前年度と比較して民生費が扶助費の増加に加え、低所得者への支援などで14,334円増加している。

公債費が1,923円増加している。これは、一般廃棄物処理事業債や臨時財政対策債の償還が増加したためである。今後予定している公共施設等の更新・改修等により増加が見込まれている。今後も事業の見直し等により、着実にコストの削減を進めていく。
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